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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  429,446  365,278  -  -  -  203,696  156,060  5,522  - 64,168 

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金給付事
業【低所得
者世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 156,060 156,060 156,060 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰の影響が大きい低所得世帯（住民税
非課税世帯）に対し、1世帯当たり3万円をプッシュ型で支給する。
【効果】物価高騰による家計への影響が特に大きい低所得世帯
の負担軽減を図ることができる。
②③経費内訳・積算根拠
【補助金】156,060千円
給付金30,000円×5,202世帯=156,060千円
④事業対象
令和５年度住民税非課税世帯

－ － ○ － R5.5 R6.3 対象世帯への支給率95％
対象世帯の世帯主への確認書発
送、市ホームページや広報誌に掲
載

R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金給付事
業（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 5,522 5,522 5,522 -

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰の影響が大きい低所得世帯（住民税
非課税世帯）に対し、1世帯当たり3万円をプッシュ型で支給する。
【効果】物価高騰による家計への影響が特に大きい低所得世帯
の負担軽減を図ることができる。
②③経費内訳・積算根拠
【給料】1,953千円
【職員手当等】1,175千円
通勤手当（任用）171千円、期末手当（任用）550千円、共済費（任
用）269千円、超過勤務手当185千円

－ － ○ － R5.5 R6.3 対象世帯への支給率95％
対象世帯の世帯主への確認書発
送、市ホームページや広報誌に掲
載

R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
5
.
3

月
・
5
月
通
知

)

3

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
予
備

(

R
4

.
9
月
通
知

)

4

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
補
正
・
R
4
予
備

(

R
4
 
.
4
月
通

知

) 5

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

事
務
費

6

7

8 R4 単 ○ －
プレミアム付
商品券発行
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

156,228 106,765 106,765 49,463 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰の影響により、大きく落ち込んだ市内
消費の喚起策、市民の消費下支え、市内中小企業に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援としてプレミアム付商品券を発行し、市
内経済の活性化を図る。
【効果】プレミアム率50％付きの商品券を50,000セット発行するこ
とで、375,000千円の経済効果（消費効果）が得られる。
プレミアム率50％（5,000円で7,500円）
発行数：50,000セット（紙：35,000、デジタル15,000）
②③経費内訳・積算根拠
プレミアム付商品券発行事業
役務費：1,433千円（引換券発送料金）
委託料：4,015千円（引換券作成・封入業務）
補助金：150,780千円（プレミアム付商品券の発行・運営）
総額：156,228千円
④事業対象
市内小売業やサービス業などの市内事業者（360店舗程度）

－ － － － R5.7 R5.12
プレミアム付商品券の販売率
100％

市のHPや広報紙、SNSを活用し周
知

R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

伊達市中小
企業燃料費
等高騰対策
応援金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

27,185 27,185 27,185 - 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー価
格高騰の影響を受けている市内中小企業に対して、事業用の燃
料費（ガソリン・軽油・灯油・重油・都市ガス及び液化石油ガス）や
電気料の一部を支援し、事業継続を応援するもの。
【効果】中小企業の事業活動への影響を軽減し、事業の継続を支
援することができる。
②③経費内訳・積算根拠
燃料費高騰対策事業補助金　合計27,185千円
補助金：24,450千円
委託料：2,735千円
④事業対象
対象：市内事業者（建設業、製造業など）
対象経費：令和４年12月～令和５年３月までのうち一月分の燃料
費または電気料※新規事業者は令和５年６月まで
補助額：①一月の燃料費または電気料が10万円～20万円未満
の場合：５万円　②一月の燃料費または電気料が20万円以上の
場合：10万円

－ － － － R5.7 R6.1 補助対象者への補助率100％
市のHPや広報紙、SNSを活用し周
知

R5補正（地）

小計　交付限度額⑨＋⑩

226,489                                                                                         

-                                                                                                  

10,136                                                                                             
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                    

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

156,060                                                                                            

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

2,869                                                                                               

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

-                                                                                                                                

203,696                                                                                                                        

-                                                                                                                                

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

226,489                                                                                         

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                  -                                                                                                                                

小計　交付限度額①＋②＋③ -                                                                                                    

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

-                                                                                                  

395,554                                                                                            

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

-                                                                                                  

-                                                                                                  

-                                                                                                  

配分予定額計 391,832                                                                                         

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

9,283                                                                                            

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

156,060                                                                                         

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

226,489                                                                                         

226,489                                                                                         5,522                                                                                                                           

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 5,522                                                                                                                           

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                    
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                    

-                                                                                                    seisaku@city.fukushima-date.lg.jp

024-575-1142

交付対象経費

-                                                                                                                                地方単独事業費

地方単独事業費

9,283                                                                                            226,489                                                                                            

07213

浅野　康平

未来政策部総合政策課

-                                                                                                  

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

121,632                                                                                         担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

-                                                                                                    

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

13,005                                                                                             

福島県

伊達市

基金
特定事業者等

支援

-                                                                                                  

-                                                                                                  

-                                                                                                  

121,632                                                                                            

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

-                                                                                                  

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

34,428                                                                                             

-                                                                                                  

34,428                                                                                           

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 203,696                                                                                                                        

地方単独事業費

156,060                                                                                                                        

156,060                                                                                                                        

国庫補助事業費

-                                                                                                                                
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

種類

Ｂ４
成果目標（可能な限り定量的指

標を設定）
地域住民への周知方法（HP,広

報紙など）
参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

10 R4 単 ○ －
児童・生徒
運動着等支
給事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

37,941 37,941 37,941 - 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰により子育て世帯の家計が圧迫される
なか、学習活動に係る負担軽減として、児童、生徒の運動着（長
トレシャツ、長トレパン）を支給することで支援を実施する。なお、
小学６年生については、中学校の運動着も選択できることとし、
中学３年生については、図書カードを支給する。また、令和６年度
の新小学１年生についても、小学校の運動着を支給する。
【効果】子育て世帯の家計負担の軽減が図られる。
②③経費内訳・積算根拠
小学生分：21,118千円（2,478名：運動着、図書カード）
中学生分：16,823千円（1,709名：運動着、図書カード）
合計：37,941千円
④事業対象
市内小学生：2,478名　中学生：1,709名
※小学生計、中学生計には、それぞれ転入等予定分５名を含
む。
※小学生計には、令和６年度新小学1年生355名を含む。
※中学生計には、令和６年度新中学1年生409名を含む。

－ － － － R5.7 R6.3 対象児童・生徒への支給率100％
広報誌、児童・生徒の保護者への
通知等

R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

小中学校食
育推進事業
（だてふるさ
とメニュー事
業）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

5,313 4,653 4,653 660 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
物価高の影響を受け学校給食の食材費が高騰する中、保護者
負担を増やすことなく、良質な給食を子ども達に提供するため、
物価高騰分の賄材料費を増額する。期間中に合計12回、地元産
食材を使用した特別メニューや各学校からのリクエストメニューに
よる「だてふるさとメニュー」を提供する。【効果】給食を通して子ど
も達の地域への関心、生産者への感謝の気持ちを育む食育の推
進、地元産食材を使用することによる生産者の支援が期待でき
る。
②③経費内訳・積算根拠
歳出：賄材料費5,313千円（給食費単価に100円上乗せ）
幼稚園（中央）：100円×（園児100人＋教員20人）×12回＝144
千円
小学校（中央）：100円×（児童1,850人＋教員240人）×12回＝
2,508千円
中学校：（中央）100円×（生徒990人＋教員110人）×12回＝
1,320千円
センター職員：100円×65人×12回＝78千円
検食・保存食：100円×３食×12回＝4千円　　小計4,054千円
幼稚園（伊達）：100円×（園児25人＋教員７人）×12回＝38千円
小学校（伊達）：100円×（児童636人＋教員60人）×12回＝835
千円
中学校：（伊達）100円×（生徒277人＋教員27人）×12回＝365
千円

－ － － － R5.7 R6.3 市内産食材の使用率100％
学校給食だより・市のＨＰ等による
周知

R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

幼保食育推
進事業（だて
ふるさとメ
ニュー事業）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

1,888 1,820 1,820 68 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・
物価高の影響を受けている地元農林水産物等生産者を支援する
ため、毎月１回（期間合計12回）、地元産食材を使用した特別メ
ニューや各学校からのリクエストメニューによる「だてふるさとメ
ニュー」を設定して、安全安心でおいしい給食を提供する。
【効果】保護者負担を増やすことなく、安全安心で良質な学校給
食を提供することができる。また、給食を通して子ども達の地域へ
の関心、生産者への感謝の気持ちを育む食育の推進、地元産食
材を使用することによる生産者の支援が期待できる。
②③経費内訳・積算根拠
歳出：1,888千円
賄材料費167千円（公立保育園分）給食費単価に100円上乗せ
賄材料費290千円（公立認定こども園分）給食費単価に100円上
乗せ
公立園100円× 1,668食＝167千円（公立保育園分）
公立園100円× 2,892食＝290千円（公立認定こども園分）
私立園100円×14,304食＝1,431千円
歳入：68千円  給食費徴収金（公立園保育士分）100円×684食
＝68千円
歳出-歳入=1,888千円－68千円＝1,820千円
④事業対象
市内保育園、認定こども園の園児及びその保護者

－ － － － R5.7 R6.3 市内産食材の使用率100％ 園だより・市のＨＰ等による周知 R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

保育施設等
に対するエ
ネルギー物
価高騰対策
支援

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

9,550 9,550 9,550 - 

①目的・効果
【目的】コロナ禍における物価高騰対応事業として、保育所等に
対するエネルギー（電気）料金の高騰により事業者の負担を増や
すことなく、電気料金分（R５年度４～１月分）を支援する。
【効果】保育所等の事業者負担を増やすことなく、健全な保育運
営を提供することができる。
②③経費内訳・積算根拠
歳出：9,550千円
補助金　9,550千円（電気料高騰分）私立保育園・認定こども園・
小規模
保育園※R４年度の電気料金とR５年度電気料金の差額分（４月
～１月分）を補助する。R４年度の電気料金の50％を上限とする。
④事業対象
市内の保育園、認定こども園の園児及びその保護者（職員を除
く）

－ － － － R5.7 R6.3 対象事業所への支援率100％ 事業者へ広報誌・HP等での通知 R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

物価高騰対
応生活困窮
世帯緊急支
援金給付事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

29,759 15,782 15,782 13,977 

①目的・効果
コロナ禍における原油価格や物価の高騰による生活困窮世帯へ
の影響を緩和することを目的とした支援金を給付し、経済的負担
軽減を図る。
②③経費内訳・積算根拠
歳出：29,759千円
給付金 6,000円×4,600世帯＝27.600千円
任用職員給料（３か月×１人）　474,000円
任用職員手当（超過勤務手当、通勤手当、期末手当）　225,000
円
任用職員共済費　143,000円
印刷製本費　178,000円
消耗品費（封筒、紙、事務用品等）　200,000円
郵送料　433,000円
振込手数料（4,600世帯分）　506,000円
④事業対象
令和５年度住民税非課税世帯（令和５年度電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援金支給世帯）のうち以下の世帯に対し、プッ
シュ型で支給する。
（1）世帯員全員が65歳以上である高齢者世帯　約3,900世帯
（2）障がい者世帯　約500世帯
（3）ひとり親世帯　約200世帯　合計約4,600世帯

－ － － － R5.10 R6.2 対象世帯への支給率95％ 市ホームページや広報誌に掲載 R5補正（地）


